日本語論文　執筆要項

1. 投稿論文の種類：研究論文、調査・実践報告、研究ノート。いずれも執筆者のオリジナルであり、かつ、未発表のものに限る。

2. 投稿論文の言語と長さ：研究論文の長さは、アブストラクト、写真、図、表、引用文献など全てを含めて約20,000字以内。調査・実践報告、研究ノートの長さは、要旨(Abstract)、写真、図、表、引用文献など全てを含めて約12,000字以内。なおいずれの場合も、図表は各200字として数える。要旨(Abstract)は本文が和文・英文にかかわらず、和文(700字以内）と英文(350語以内)で記すこと。さらに、索引検索用に日本語と英語でキーワードを3つ要旨(Abstract)の後に記すこと。

3. 原稿の書式：A4判。日本語の本文は、MS明朝体、10.5ポイント、英語のアブストラクトは12ポイント、Times New Romanで執筆。

4. 「表題ページ」には、論文表題（日本語と英語）、氏名（日本語と英語）、所属機関、連絡先などを記載すること。なお、学会ウエッブ上にある「表題ページ」ファイルをご利用ください。

5. 「要旨ページ」ファイルには、本文の言語が日本語である場合は、英語で、「タイトル、お名前、ご所属、要旨、キーワード」をお書きください。なお、学会ウエッブ上にある「要旨ページ」ファイルをご利用ください。

6.引用・引用文献・脚注：これらの書式は以下の原則によること。
(1)　和文の引用文献は、著者名（複数の場合は・を入れる）、発行年、題名、出版社名の順に記述すること。雑誌の場合は、以下のように論文名を「　　」で、雑誌名を『　』で囲む。編纂諸論文もこれに準じる。
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英文の場合は、最新のAPA （Publication Manual of the American Psychological Association ）Manualに従うこと。著者名、発行年、題名、出版社所在地、出版社名の順に記述すること。雑誌の場合は、以下のように論文名を引用符“  “で囲み、書名はイタリック体にすること。

Brislin, R.W. (1989). Intercultural communication training. In M.K. Asante & W.B. Gudykunst (Eds.), Handbook of international and intercultural communication (pp. 441-457). Sage.
Hall, E.T. (1979). The silent language. Doubleday.
Yoshitake, S., & Ryan, S.M. (1997). A preliminary report on bilinguals’perception of changes in themselves when code-switching. Journal of Intercultural Communication, 1, pp. 131-143.

(2) 参考文献ではなく引用文献とすること。引用文献に和文と英文の文献がある場合は、和文を先に五十音順で、次に英文をアルファベット順に列挙。

(3)本文中の引用の書き方：
[例1]： 八代・山本（2006）によると・・・・ 
[例2]：「・・・・・」(八代・山本, 2006, p.90)と定義している。
[例3]：・・・・と指摘している(八代・山本,2006)。
[例4] これまでの研究（佐藤, 2002; 箕浦, 1999; Jenkins, 1995)
[例5] ・・・・・ (Yoshitake & Ryan, 1997)

(4)脚注については、本文中の該当個所の右肩に順に番号をうち、脚注自体は本文のあとにまとめて掲載。

7.論文で使用する言語が、第一言語でない場合は、必ずネイティブによるチェックを受けること。

8. 執筆者による校正は、原則再校までとし、以後は紀要編集委員会に一任する。なお、校正の段階での修正は、誤植、誤字・脱字の範囲内で行い、内容に関する加筆・修正は認めない。

9. ジャーナルに掲載された論文の著作権は著者に、版権は当学会に属する。著者は、掲載された論文の電子化とその公開を承諾するものとする。なお、本紙に掲載された論文をコピーして使用あるいは、個人のウェブサイト上に公開する場合は、ジャーナル編集委員会の許可を得なければならない。


以上。
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